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弁護士 竹田 昌史 

中国では日常の買い物やタクシーでの支払いにアリペイ

やWechatといったアプリを使ったQRコード決済が一般化し

ているのは、既に日本でも広く知られています。普段から

上海に住んでいると、携帯電話にはアリペイとWechatが入

っており現金を持ち歩かなくて良いので身軽で楽なのです

が、時々アクシデントにも見舞われます。先日、事務所の

弁護士が、オフィスビルの一階にあるスターバックスに行

った時のことです。普段は長蛇の列ができているのに全く

お客がいないのでラッキーと思いコーヒーを買いに行った

ところ、店員からシステムの故障で現金払いしか受け付け

ないと言われてしまい、お客がいないのを納得すると共に

自分もコーヒーを買いそびれたとのことでした。  

またここ数年、日本からの出張者や旅行客の人達から毎

回聞かれるのが、入国後に現金に両替しても街中で使えな

いのか？クレジットカードは使えるか？といった質問で、

中国に行くときの悩みの一つのようです。こういう外国か

らの出張者や旅行者の悩みの声が少し政府の耳に届いたの

か、先日、特定のエリアでは現金決済を促す内容の通知が、

中国人民銀行を含む4つの行政機関の連名で出されました。 

通知の中身を少し紹介すると、まず中国内で世界遺産が

ある有名な観光地、娯楽施設、ホテル等を「重点文化旅行

エリア」と指定したうえで、「重点文化旅行エリア」で

ATMを設置して現金の出し入れの利便性を図ること、同エ

リアの施設では現金を準備して、現金決済の要望に対応す

るよう促すこと、外国人の往来が多い国際空港やホテルで

は外貨両替コーナーを増やして現金受取の利便性を高める

こと、といったものです。また通知の中では、「消費者に

よる現金支払いの選択権を確保するようにする」といった

表現も使われており、QRコード決済の普及により如何に現

金支払いの選択肢がなくなっていたかが伺われます。 

私自身の経験でも、去年、中国の西部地域へ旅行に行っ

た際、観光で訪れたチベット仏教の有名なお寺では、お賽

銭箱の前にQRコードが貼られていたのには驚きました。お

寺の方で現金を受け付けないのか、観光客がQRコードでし

かお金を支払えないのか分かりませんが、QR決済もここま

で来たかと思わず唸ってしまいました。 

今回の通知では主に外国人が訪れるエリアが念頭に置か

れており、外国人の中国での消費を増やして中国の経済状

態を少しでも浮揚させたいという見方が一般的だとは思い

ますが、政策次第でお金の支払方法まで促していくとは中

国らしい、と却って感心してしまいました。 
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